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住民ニーズに合ったサービスの提供

標準化された基幹システムにつなぐアプリ

ケーションを各自治体が開発する必要性

共創の活性化

どのように社会課題解決を図るか

官民連携など組織を超えて協働する

マインナンバー交付促進策

2022年度末にほとんどの住民が

マイナンバーカードを保有を実現するには?

個人情報保護の徹底

適切なマイナンバーカードの管理

マイナンバーカード臨時交付窓口の開設

セキュリティ
対策の徹底

情報システムの
標準化・共通化

テレワークの推進

AI・RPAの
利用促進

マイナンバー
カードの普及促進

行政手続きの
オンライン化
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『共創』のススメ

「自治体DX推進計画」の重点取組事項において ①情報システムの標準化・共通化、③行政手続きの

オンライン化、④AI・RPAのオンライン化 では、業務見直し等による効率化が図られることが期待され、また、

⑤テレワークの推進 では、支所・公民館等の公共施設を活用して職員の働く場・行政サービスの場を整え

ることで、職員がより地域に入り込み、住民とともに地域課題の解決や活性化を図る機会を増やすことが期

待されていると考えることができます。

重点取組事項 検討すべき課題 働き方・空間づくりの視点

業務フローの変化対応

システム連携・ペーパーレスが進み、紙・ヒト・

情報の流れが変わり、職員の動線が変わる

自席に縛られない働き方

業務特性や職員のライフスタイルに

合わせて働く場所・時間を選択できる

裏面に続く ～ 「共創」を生む空間づくり ～

自治体DX推進計画と庁舎空間づくりのストーリー
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複雑化・多様化する社会課題に対し、官民連携など新たな行政

サービスの可能性を探る取組みも活発化しており(右図)、今後、庁

内外問わず組織の枠組みを超えた協働作業「共創」により、課題

解決を図る実効性がより重要視されてくるのではないでしょうか。
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都道府県における包括連携協定締結状況
※.2022年2月時点(当社調べ)



（株）オカムラホームページ

「自治体庁舎」はこちら▶

株式会社オカムラ
地方創生ビジネス推進部
オカムラ✉jichitai_shienshitsu@okamura.co.jp

「共創」を生む空間づくり

【 お問い合わせ・ご相談は下記へ 】

［スプリント /クリエイティブファニチュア］

Plan
みんなで議論やブレスト

Develop
各担当で作業・深める

Share
プレゼン・レビューで共有

❶動かす
(電源のワイヤレス化)

❸減らす
(床・電源工事の削減)

❹蓄える
(BCP対応)

❷加える
(無電源エリアのアップグレード)

【オーシー/ポータブルバッテリー】

共創エリアには、ポータブルバッテリーとの組み合わせがおススメ。電源を気にせず、より自由に、より快適に。

×3.5 回分

×14回分

例えば、庁外であれば官民

連携など組織の枠を超えたコラ

ボレーション、庁内であれば部

や課を超えたプロジェクト。

様々なバックグランドやスキル

を持つメンバーが協働しやすい

環境をつくることで新しい価値

の創造を促します。
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